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はじめに 
 

（評価の意義） 

評価を受けるということ及び評価をするということは、本来受動的なものではない。

個々の研究開発のみならず、当該研究開発が関連する政策・施策等について、その目的

に照らして、目標、研究開発過程（プロセス）及びそこから生み出される結果、成果や

波及効果等が正当に評価され、次の政策・施策等につながることは、研究者の意欲向上

につながるだけでなく、組織の長や政策立案者にとっても、政策・施策等をより良く進

めることを促進し、さらなる挑戦を促すものである。 

こうした評価は、評価に続いて行われるべき意思決定（改善・質の向上や資源配分等）

の手段となるものであり、過去を振り返ることや評価対象のランク付けに注力すること

にとどまるのではなく、改善策や今後の対応などに重点を置くなど、評価結果を、その

意思決定を踏まえて実施される政策・施策等に活かしていくものである。 

 

（本指針の性格） 

本指針は、国の研究開発評価について基本的な方針を示したものであり、評価の実施

主体が、政策・施策等の目的や研究開発の性格に応じて本指針に沿った的確な評価を実

施することによって、研究開発に適した効率的で質の高い評価が行われ、優れた研究開

発が効果的・効率的に行われることを目指すものである。 

 
（本指針の適用） 

本指針が対象とする研究開発評価とは、研究開発プログラムの評価、研究開発課題の

評価、研究者等の業績の評価及び研究開発機関等の評価を指す。 

研究開発の範囲は、国費を用いて実施される研究開発とする。具体的には、各府省、

国立研究開発法人等（注１）及び大学等（注２）が自ら実施又は推進する研究開発が対象とな

る。また、民間機関や公設試験機関等で国費の支出を受けて実施される研究開発、国費

により海外で実施される研究開発等も対象とする。 

各府省は、本指針及び「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成１３年法律第

８６号、以下「政策評価法」という。）等の関係法令に沿って、評価対象、評価の目的及

び評価結果の取扱い、評価時期、評価方法など評価の実施に関する事項について、研究

開発評価の指針を定める。 

また、研究開発機関（注３）及び第三者評価機関（注４）等は、本指針、各府省の指針及び関

係法令に沿って、同様な事項について、明確なルールを定める。 

これらの指針及びルールは、各府省が作成する政策評価に関する基本計画及び事後評
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価実施計画、独立行政法人に係る評価基準等とも整合するよう定める。 

 

（注１）国立研究開発法人等：「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及

び研究開発等の効率的推進等による法律」（平成２０年法律第６３号）第２条第８項に規定

する研究開発法人及び同項に規定する独立行政法人以外であって研究開発を実施する独立

行政法人を指す。 

（注２）大学等：大学（国公私立を含む）及び大学共同利用機関法人を指す。 

（注３）研究開発機関：国立研究開発法人等及び大学等を指す。 

（注４）第三者評価機関：評価の対象となる研究開発の実施・推進主体とは別の独立した機関。

総合科学技術・イノベーション会議、国立大学法人評価委員会、大学改革支援・学位授与機

構等が第三者評価機関として想定される。 

 

（あらゆる関係者の意識改革の必要性） 

評価の実効性を上げていくためには、研究開発を実施する主体、研究開発を推進する

主体、政策立案者、評価の実施主体、被評価者等、研究開発が関連する政策・施策等に

関わる全ての関係者が、今以上に評価の本質を理解し、その上で評価の意義に沿った行

動をとることが必要であり、このためには、あらゆる関係者の意識改革が求められる。 

また、本指針の記述を最小限のものとすることにより、研究開発が関連する政策・施

策等の目的や、その目的達成のために実施される研究開発の特性等に応じて、評価の実

施主体が独自の工夫に基づき評価を実施できるようにするとともに、あらゆる関係者が

高い当事者意識を持ちつつ自らの責任の下で自発的に対応することを促すものである。 

 

（政策評価、独立行政法人評価及び大学等の評価との関係） 

本指針による評価は、政策評価法と対象とする範囲は異なるが、基本的に目指す方向

を同じくするものである。ただし、研究開発には不確実性、成果発現までの長期性や予

見不可能性等の特性があり、こうした点を踏まえて評価する必要がある。 

このため、本指針は、政策評価に求められている諸要素を踏まえ、さらに、研究開発

の特性を考慮したうえでの留意事項を示すものであり、本指針による評価の実施にあた

っては、政策評価法に基づく政策評価と整合するように取り組むこととする。また、研

究開発機関等の評価のうち、国立研究開発法人等については「独立行政法人通則法」（平

成１１年法律第１０３号）に基づく評価、さらに国立大学法人及び大学共同利用機関法

人については「国立大学法人法」（平成１５年法律第１１２号）に基づく評価と整合する

よう取り組むこととする。 
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第１章 基本的な考え方 

Ⅰ．改定の背景 
 

（大綱的指針の位置づけ・取組経過） 

我が国は、科学技術創造立国の実現を目指して、「科学技術基本法」（平成７年法律第

１３０号）を制定しており、同法に基づき、第１期科学技術基本計画が平成８年７月に

策定され、その後、４回の改定が行われている。 

研究開発評価に関しては、第１期科学技術基本計画において、「研究開発機関及び研究

開発課題について、評価の在り方を抜本的に見直し、適切な評価の仕組みを整備し、厳

正な評価を実施」することが求められたことから、「国の研究開発全般に共通する評価の

実施方法の在り方についての大綱的指針」（平成９年８月７日内閣総理大臣決定）を策定

して、研究開発評価の導入と定着化を推進してきた。その後、「国の研究開発評価に関す

る大綱的指針」と名称を変更した上で、基本計画の改定等にあわせて内容を変更し、厳

正な評価や励まし成果を問う評価等の推進、評価の継続性の確保、評価の効率化、国際

水準による評価等の評価システムの改革等を推進してきた。これらの研究開発評価への

取組は、国費を用いて実施される研究開発の評価活動の定着に貢献をしてきたと言える。 

さらに、平成２４年に策定された「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２４

年１２月６日内閣総理大臣決定）（以下「前回大綱的指針」という。）では、科学技術・

イノベーション政策を一体的、総合的に推進する観点から、ＰＤＣＡ（Ｐｌａｎ－Ｄｏ

－Ｃｈｅｃｋ－Ａｃｔｉｏｎ）サイクルの確立を狙い、『研究開発プログラムの評価』が

新たに導入された。しかし、現状においては、各府省等に十分に浸透しているとは言え

ない状況にある。 

 

（第５期科学技術基本計画） 

平成２８年１月に策定された第５期科学技術基本計画においては、ＩＣＴの進化やネ

ットワーク化といった大きな時代の潮流を取り込んだ「超スマート社会」を、我が国の

未来社会の姿として描き、その実現に向けた取組をＳｏｃｉｅｔｙ５．０として国を挙

げて推進することとしている。 

また、「世界で最もイノベーションに適した国」の実現に向け、先行きの見通しを立て

ることが難しい大変革時代の中で、アイデアの斬新さと経済・社会的インパクトを重視

した研究開発への挑戦を促し、非連続なイノベーションの創出を重視した研究開発を加

速することが謳われるなど、いわゆる出口指向が強調されるとともに、同時にイノベー

ション創出にも主眼が置かれたものとなっている。 

さらに、若手研究者など「人材力の強化」、学術研究と基礎研究の推進に向けた改革・
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強化やオープンサイエンスの推進など「知の基盤の強化」等による「イノベーションの

基盤的な力の強化」、オープンイノベーションなど「人材、知、資金の好循環システムの

構築」等が謳われている。 

 

（研究開発評価に係る過重な負担） 

研究開発評価に係る過重な負担を回避するためには、過去に行われた研究開発評価や

関連する研究開発評価の結果を活用する等、評価の合理化が必要である。前回大綱的指

針においても、この点について指摘し、各府省等では様々な取組が行われている。 

一方、国費を用いて実施される研究開発は、それらを実施する又は推進する主体の面

から見ても、また、評価の対象となる研究開発の面から見ても、階層構造となっている。

研究開発評価は、このような階層構造の下で各々の階層において重層的に実施されるこ

とから、同一の研究開発が複数の階層における評価の対象とされることが多い。また、

研究開発評価がその後の評価に活用されない場合には、現場に徒労感を生み出す恐れが

あり、適切な評価及びその活用を図らなければ、いわゆる「評価疲れ」を生むことが各

方面から指摘されている。さらに、研究開発評価を支えるための人や予算の不足等によ

り、研究者等の研究開発実施者に対して過大な作業を強いる状況を生み出していると指

摘されている。 
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Ⅱ．研究開発評価の改善への新しい取組（改定の方向） 
 

第５期科学技術基本計画の根幹である「科学技術を振興し、研究開発成果を経済・社

会の発展に活かす」を実現するため、また、前回大綱的指針では十分に対応できなかっ

た課題を解決するため、以下の観点から改定を行う。 

なお、それぞれの観点における、特に留意すべき事項を第１章Ⅲ．に示す。 

 

１．実効性のある『研究開発プログラムの評価』のさらなる推進 

イノベーションを創出するためには、あるべき社会の姿を描き、その実現に向けて

必要な手段を組み合わせて解決を図ることが必要である。また、国費を用いてイノベ

ーションを生み出すためには、あるべき社会の姿の実現を政策・施策等の目的として、

具体的な政策・施策等の目標を設定し、それに必要な研究開発課題（注５）等の活動を組

み合わせて実行することとなる。 

このとき、これらの活動のまとまりとして構成した『プログラム』の単位で研究開

発を推進し、『プログラム』を推進する主体の行動及びその結果を評価していくことが

重要であることを踏まえ、『研究開発プログラムの評価』のさらなる推進を図る。 

このため、研究開発プログラムの評価の意義を再徹底するために、『研究開発プログ

ラム』の定義や求められる要件、研究開発プログラムとして評価すべき点等について

の記述を充実する。 

 

２．アイデアの斬新さと経済・社会インパクトを重視した研究開発の促進 

第５期科学技術基本計画の趣旨を踏まえ、アイデアの斬新さと経済・社会インパク

トを重視した研究開発や、非連続なイノベーションの創出を重視した研究開発等を促

進するにあたっては、既存の研究開発で用いていた評価項目・評価基準を用いた評価

ではその促進を妨げることにもなりかねず、研究開発の特性に応じた評価が求められ

る。 

このため、第５期科学技術基本計画で求められる研究開発及びそのマネジメント等

に対応した研究開発評価に係る留意事項を新たに追加する。 

 

３．研究開発評価に係る負担の軽減 

研究開発評価は、本来なすべき研究開発等の活動、意思決定、政策遂行の妨げにな

ってはならず、本末転倒にならぬよう、現場に過度の負担を強いることなく、イノベ

ーション創出等、研究開発成果の最大化に向けた実効的な評価とする必要がある。 

このため、研究開発評価に係る負担の軽減にかかる留意事項を可能な限り具体化す

るとともに、前回大綱的指針の記述のうち、関連する留意事項を集約する。 
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（注５）研究開発課題：具体的に研究開発を行う個別の実施単位であり、府省等が定めた明確な

目的や目標に沿って実施されるもの、競争的資金制度等に提案された複数の候補の中から優

れたものが採択され実施されるもの等である。なお、比較的規模の大きい研究開発課題や複

数の研究開発課題からなるもの等については、「プロジェクト」と称される場合もある。 
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Ⅲ．特に留意すべき事項 
 

１．実効性のある『研究開発プログラムの評価』のさらなる推進 

（『研究開発プログラム』とは） 

『研究開発プログラム』とは、研究開発が関連する政策・施策等の目的（ビジョン；

何のためにやるのか）に対し、それを実現するための活動のまとまりとして位置づけら

れる。 

すなわち、研究開発が関連する政策・施策等も『研究開発プログラム』ということが

できるとともに、政策・施策より下位の階層における事務事業等も『研究開発プログラ

ム』になる場合がある。また、競争的資金制度等の研究資金制度なども『研究開発プロ

グラム』の１つである。 

この『研究開発プログラム』の範囲を組織の観点から見ると、課内にとどまるもの、

課をまたがるもの、局をまたがるもの、府省をまたがるもの、独立行政法人の分野・領

域単位のもの、複数の独立行政法人にまたがるもの等、運用する組織、機関のガバナン

スの下で様々な範囲の『研究開発プログラム』が設定可能である。 

政策体系上における『研究開発プログラム』の範囲のイメージを図１に示す。 

 

 

図１ 『研究開発プログラム』の範囲のイメージ 
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（『道筋（注６）』の設定） 

研究開発プログラムの立案段階においては、研究開発が関連する政策・施策等の目的

を達成するために、研究開発プログラムの実施者の手を離れた後で成果の享受者である

成果の受け手に対して、何を、いつまでに、どの程度届けるかといった具体的で実現可

能な目標（アウトプット（注７）目標）と、成果の受け手が行う活動及びその効果・効用と

して現れる価値（アウトカム（注８）目標）を、時間軸に沿った『道筋』として示すことに

より、誰の責任で、何をどのように実施するのかを明らかにしておくことが重要である。 

ここで『道筋』とは、政策・施策等の目的に対し、現状がどうなっているか、政策・

施策等の目的と現状のギャップを埋めるためにどんな活動をどの順番で行うか、成果の

受け手側で発現することが期待される効果・効用等を時間軸に沿って描いたもの（図２

参照）である。具体的には、時間軸に沿って、目的達成に影響を与える外部要因や受益

者、期待しているアウトカム、政策・施策等の目標の達成度を測るための指標（アウト

カム指標）、プログラムを構成する個々の活動とそれぞれの目的及び目標（アウトカム指

標、アウトプット指標）、個々の活動が政策・施策等の目的に与える影響、研究開発プロ

グラム及び研究開発プログラムを構成する個々の活動の実施者の役割・権限と責任の所

在等を仮説として示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 『道筋』のイメージ 

 

アウトカムには、科学技術的価値、経済的価値、社会的価値などの観点があり、どの

価値に重点を置くのかを政策・施策等の目的との関係で明確にした上で評価項目・評価

基準を設定することが必要である。また、具体的な目標設定の際には、定量的な尺度に

偏りすぎることのないように留意する必要がある。定量的指標は対象の一側面を表して

いるに過ぎず、定量的指標の画一的な適用が挑戦的な研究開発への取組を阻害する場合

もあるという点を考慮して、対象によっては定性的指標を採用したり、定性的指標と定

量的指標を併用する等の工夫が必要である。 
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『道筋』はそれを作り上げるプロセスが重要であり、関係者間で『道筋』の内容の妥

当性について議論を積み重ね、その内容の充実を図るとともに、全ての関係者間で『道

筋』の内容についてコンセンサスを得た上で、当該研究開発プログラムを始めることが

重要である。 

ただし、この『道筋』は、試行を重ね、段階的に充実、見直しを図っていくべきであ

る。 

なお、これらの考え方については、個別の研究開発課題を立案する際にも応用できる

ものである。 

 

（注６）シナリオ、ストーリー、ロジックモデルと呼ばれる場合もある。 

（注７）アウトプット：研究開発に係る活動の成果物。目的達成に向けた活動の水準を表す。 

（注８）アウトカム：研究開発に係る活動自体やそのアウトプットによって、その受け手に、研

究開発を実施または推進する主体が意図する範囲でもたらされる効果・効用。 

 

（『研究開発プログラムの評価』とは） 

研究開発が関連する政策・施策等には、当該政策を立案・推進する主体がいる一方で、

その下で研究開発を実施する主体（大学等の研究者等）が存在する。また、政策には階

層性があり、その立案・推進を担う主体は、総合科学技術・イノベーション会議、各府

省庁、国立研究開発法人、資金配分機関等、多岐に及ぶ。 

研究開発プログラムでは、研究開発を実施する主体ではなく政策立案者や推進する主

体等に第一義的な「責任の所在」がある。政策・施策等を立案・推進する側とその下で

研究開発を実施する側との役割分担と責任の所在を明確化し、概念としては、政策立案

者や推進する主体等の行動及びその結果について評価を行うのが、『研究開発プログラ

ムの評価』である。 

具体的には、研究開発プログラムを構成する研究開発課題等の活動から得られるアウ

トプット情報・アウトカム情報をもとに、政策立案者や推進する主体等によって作成さ

れる『道筋』の妥当性、研究開発プログラムの推進の結果であるアウトカム目標の達成

状況や達成の見込みを確認するとともに、研究開発過程（プロセス）の有効性や効率性

を確認し、プログラムの改善や次のプログラム立案のための示唆を得る。 

また、研究開発プログラムにおいては、アウトカム発現までに長い時間を要すること

や、予期していなかった副次的成果や波及効果が得られることもあるため、研究開発プ

ログラムの終了後に、アウトカムの発現状況や波及効果等を検証し、次の政策・施策等

に活かしていくことも重要である。 
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（評価と科学技術・イノベーション政策との連動） 

評価は、科学技術・イノベーション政策の中核となる「科学技術基本計画」及び毎年

改定される「科学技術イノベーション総合戦略」等に基づき行われるＰＤＣＡとの連動

を図る。また、府省をまたがる研究開発については、総合科学技術・イノベーション会

議の司令塔機能との連携に留意する。 

 

２．アイデアの斬新さと経済・社会インパクトを重視した研究開発の促進 

（挑戦的（チャレンジング）な研究開発の評価） 

挑戦的（チャレンジング）な研究開発プログラム及び研究開発課題とは、目標の達成

確率は低い（ハイリスク）ものの、実現すれば産業や社会の在り方に大きな変革（ハイ

インパクト）をもたらすような研究開発である。 

このため、社会情勢の変化や研究開発の進捗状況等に応じ、目標やアプローチ等の妥

当性について、研究開発開始後も絶えず検証し、見直しを実施する必要がある。 

また、挑戦的（チャレンジング）な研究開発の実績評価の視点としては、研究開発成

果と研究開発過程（プロセス）の２つがある。すなわち、直接的な研究開発成果におけ

る目標の達成度に加え、関連する制度、体制、運営といった研究開発過程（プロセス）

が成果の最大化に向けて適切に組み合わされたかという視点での評価も必要である。ま

た、技術的な限界・ノウハウ・うまくいかなかった要因等の知見、副次的成果や波及効

果、プログラム全体として得られた成果の大きさなども積極的に評価する等、果敢な挑

戦を促進するとともにハイリスクであることを前提とした評価項目・評価基準を設定す

る必要がある。 

さらに、挑戦的（チャレンジング）な研究開発には様々な場合があり、政策・施策等

の目的もしくは目標が挑戦的な場合、個々の研究開発課題のレベルで挑戦的なものが含

まれている場合等、各政策・施策等によって異なる。このため、政策・施策等のうち、

どの階層、どの活動が挑戦的なのかを明確にして評価項目・評価基準を設定する必要が

ある。 

 

（実施期間の長い研究開発の評価） 

長期間にわたって実施される研究開発においては、まず短期目標を定め、その時点の

到達度を評価してから次の段階に進む方法の導入や、一定期間ごとに有望な研究開発課

題に絞り込んでいく方法の導入、あるいは、一定期間ごとの中間評価の実施等により、

研究開発期間中の情勢の変化や目標の達成状況、進捗状況の把握をしやすくする必要が

ある。また、こうしたタイミングで目標の再設定や、体制の変更、加速・中止も含めた

計画変更の要否を検討することが重要である。 
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（イノベーションを生むためのマネジメントに係る評価） 

イノベーションを生むためには、研究開発を実施する主体の長のマネジメント力、成

果の最大化のための体制作り、有機的な連携や多様な専門知の結集による実用化までを

考慮した取組等を適切に評価に反映する必要がある。 

特に、研究開発マネジメントの評価では、研究開発を実施する主体の長及びそれをサ

ポートする者について、それぞれの役割と権限が明確にされているか、また、実施主体

の長のパフォーマンスについて評価することが重要であり、例えば、成果創出のために

どのようにリーダーシップを発揮しているかといった観点での評価が必要である。 

また、組織のミッションや、実施主体の長やその長をサポートする役割の者等が置か

れている立場によって、実施主体やその長等の役割、権限、責任が異なり、それに応じ

て評価項目・評価基準も変わっていくことに留意が必要である。 

さらに、実施主体の長がどのように選定・任命されたか、誰がその任命責任を持って

いるのかを明確にする等、実施主体の長を任命する側の役割と権限の妥当性についても

評価すべきである。 

 

（研究開発に応じた評価項目・評価基準の設定） 

研究開発の目的・目標にあわせて、評価項目・評価基準を設定する必要がある。すな

わち、斬新なアイデアや著しく高い性能の実現を目指した研究開発の段階と、実用化を

狙った研究開発の段階を同じ評価項目・評価基準で評価することは好ましくなく、それ

ぞれの目的・目標や、『道筋』における位置づけを踏まえて評価項目・評価基準を設定す

ることが重要である。 

 

（国際的視点での評価） 

経済社会のグローバル化が進展する中で、国費を用いて実施される研究開発において

は、科学の国際的な水準の向上、産業競争力・国際競争力の強化、地球規模の課題解決

のための国際協力の推進など、国際的視点からの取組が重要となっている。 

このような研究開発の国際化への対応に伴い、評価項目・評価基準に国際的視点（注９）

を積極的に取り入れるなど、国際的視点も踏まえつつ評価を実施するよう留意する。 

なお、この場合には、研究開発によって出された成果の比較にとどまらず、どのよう

なマネジメントが行われているのか、どのような制度に基づき実施しているのか等、周

辺の状況にまで踏み込んで比較・検討することに留意する。 

 

（注９）研究開発評価の在り方に関する国際的視点の事例として、「研究アセスメントに関するサ

ンフランシスコ宣言」や「研究測定法に関するライデン声明」等がある。 
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（学術研究や基礎研究の評価） 

第５期科学技術基本計画においては、「研究者の内在的動機に基づく独創的で質の高

い多様な成果を生み出す学術研究」と「戦略的・要請的な基礎研究」が明確に区分され

ており、こうしたことを踏まえて評価することが重要である。 

 

３．研究開発評価に係る負担の軽減 

（政策評価等との整合） 

研究開発の現場に過度の負担を強いることなく研究開発成果の最大化に向けた実効

的な評価を行うためには、政策評価法や独立行政法人通則法、国立大学法人法等に基づ

く評価との整合を図る必要がある。 

このため、前述したように、研究開発が関連する政策・施策等も『研究開発プログラ

ム』ということができること、また、研究開発評価は政策評価等と整合するよう取り組

むこととされていることを踏まえ、『研究開発プログラムの評価』の充実を図っていく手

段として、例えば、同一の評価対象に対して、『研究開発プログラムの評価』を政策評価

とは別に実施する必要が生じないように取り組むなどにより関係者の意識向上と評価

の効率化を図り、その後、段階的に『研究開発プログラムの評価』の水準の向上を図る

ことが考えられる。 

また、例えば、政策評価では１０億円以上の研究開発課題が事前評価の対象となって

いる点を踏まえ、研究開発の規模に応じて評価対象の絞り込みや、評価方法の簡素化等

により、評価の負担を軽減し、メリハリのついた評価を行うことも重要である。 

 

（評価結果の活用） 

研究開発評価の結果の適切な活用を図り、次の段階の研究開発に連続してつなげるこ

とは、科学技術・イノベーション政策の一体的、総合的な推進に資するだけでなく、研

究開発の前進や質の向上、独創的で有望な優れた研究開発・研究者の発掘、研究者の意

欲向上（インセンティブ確保）等につながり、研究開発の効果的・効率的な推進に寄与

するものである。 

そこで、評価結果を政策・施策等の改善や次の政策・施策等の立案に反映するととも

に、次の段階の研究開発に係る予算、人事等の資源配分に反映することが望まれる。 

 

（評価結果の共有） 

 研究開発評価に係る負担軽減を図るためには、同じような評価が繰り返し行われない

こと、形骸化した評価を実施しないことが極めて重要である。 

そこで、政策立案者から研究開発課題の実施者に至る全ての関係者がすでに行われた
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評価結果を共有する必要がある。また、評価対象である研究開発の位置づけ、目標、評

価実施時期、評価手法、評価項目、評価基準、評価の実施主体等について、あらかじめ

関係者間で共有しておく必要がある。 

さらに、評価の実施主体による自己評価の質を向上させることにより、その結果をそ

の後の上位階層での評価において、そのまま活用できるようなものとすることも重要で

ある。 
 

（評価のための資源の確保） 

研究開発評価を支えるためには、人、予算、データベースなどの資源を確保すること

が重要である。特に、昨今、客観的根拠に基づいた実効性あるＰＤＣＡの確立が求めら

れているものの、現状では、このための仕組みの構築やデータベースなどの資源が必ず

しも十分とは言えない状況にあり、この観点からも資源の確保は重要である。 

また、評価の実施主体や研究開発の実施者に係る負担を軽減し、評価業務の効率化や

効果的な評価の実施を図る観点から、研究開発の内容、研究開発成果、評価結果等の評

価関連情報のデータベース化、標準化された研究者ＩＤやプロジェクトＩＤ等の導入等、

評価結果や研究開発活動に関する種々の情報をさまざまな評価の場面で横断的かつ相

互に活用できるような取組が望まれる。 

さらに、『道筋』を作る能力、『道筋』の適正を評価する能力、作られた『道筋』をマ

ネジメントできる能力を持つ者の人材育成にも努める必要がある。 
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Ⅳ．本指針等のフォローアップ 
 

（本指針の浸透） 

本指針が各府省や研究開発機関等、評価に関係するあらゆる関係者に浸透し、真に実

効性をもつものとするためには、改善の努力を継続していくことが極めて重要である。 

このため、できる部分から段階的に運用し、評価方法の改善のための調査研究や評価

の実施状況等のフォローアップを継続して行う。 

 

（知見の蓄積と継続的な改善） 

総合科学技術・イノベーション会議及び各府省等は、評価に係る状況を常に把握する

ことにより、取組事例等の知見を蓄積するとともに、蓄積された知見をもとに評価手法

等の継続的な改善に取り組む。 

とりわけ、総合科学技術・イノベーション会議は、各府省等の負担に留意しつつ、『研

究開発プログラム』の実施状況等について定期的に調査し、各府省における取組事例や

研究開発現場の評価に係る状況を府省横断的に把握するとともに、その結果を各府省等

にフィードバックして情報の共有と好事例等の展開を図る。 

また、総合科学技術・イノベーション会議は、各府省等の負担に留意しつつ、国家的

に重要な研究開発の評価や、府省をまたがる研究開発のうち重要なものの評価等を通じ

て知見の蓄積を図るとともに、評価手法の継続的な改善に取り組む。 

 

  


